
有料老人ホーム椿苑 運営規程 

 

有料老人ホーム椿苑 設置者株式会社住心は施設の運営にあたり、次のとおり管理規程を設

ける 

1 入居者の定員 41 名（居室数 39 室） 

2 敷 金  なし 

3  利 用 料   入 居 費   個室 100,000 円(105,000 円) 夫婦部屋 88,000 円 

（介護サービス自己負担分は別途） 

             個室 夫婦部屋 

（内 訳）   居 室 料  35,000 円 23,000 円 

            (38,000 円)       

         食  費  30,000 円 30,000 円（課税８％） 

                  管 理 費  32,600 円 32,600 円  

             消 費 税   2,400 円   2,400 円 

         合  計  100,000 円 88,000 円 

              (100,000 円)  

（医療費、オムツ代、散髪代、交通費等 別途） 

   ※入院時は家賃・管理費は月額制とし、月途中の入退居においては日割り計算とする。 

 

 



4.職員の配置体制 

 職員の配置については、入居者様の数及び提供するサービス内容の必要に応じて、呼称

に関わらず、下記の職員を配置致します。 

 施設長、介護職員、看護職員（看護師又は准看護師）、調理員 

 

5 提供するサービスの内容 

入居者に対して、契約内容に基づき、食事、相談助言、健康管理、治療への協力 

介護、レクリエーション等に関しその心身の状況に応じた適切なサービスを提供する 

（1）食事サービス 

（ア）高齢者に適した食事を提供する 

（イ）食堂において食事をする事が困難な入居者に対しては、居室において食事

を提供するなど必要な配慮を行う 

（ウ）食事に介助が必要な方は、別途個別に介護保険サービスを利用して下さい 

（エ）栄養士が作成した献立表に基づき提供する  

 （2）相談・助言等  

入居時には、心身の健康状況等について調査を行い、入居後は入居者の各種の相

談に応じるともに適切な助言を行う 

（3）健康管理と治療への協力 

  （ア）入居時及び１年に２回以上健康診断を受ける機会を与えるとともに、常に

入居者の健康の状況に注意し、必要に応じて健康保持のための適切な措置



をとるように努める。また健康診断および健康保持の為の措置の記録を適

切に保存しておく          

（イ）入居者が一時的疾病等の為の日常生活に支障がある場合には介護等日常生 

活の世話が行えるよう配慮するとともに、医療機関での治療が必要な場合

には適切な治療が受けられるよう医療機関への連絡、紹介、受診手続、通

院介助等の協力に努める               

（ウ）施設内に於いて他者とのコミュニケ－ションづくり及びレク活動 

 

6.入居の対象者 

（1） 入居対象者は、おおむね 65 歳以上の高齢者で要介護認定を受けており多人数によ

る共同生活を営む事に支障がない方 

（2） 暴力をふるう等他の人に害を及ぼすおそれが無い方 

（3） 医療機関への恒常的な入院加療を要するなど、当ホームにおいて適切な介護サービ

スの提供が困難でない方。 

7.医療を要する場合の対応 

医療必要時に於いては主治医の指示ならびに協力医療機関の協力をあおぎながら 

利用者個人が契約している訪問看護の介護サービスにて施行する 

8.緊急時の対応 

  事故・災害及び急病・負傷に迅速かつ適切に対応できるよう具体的な計画を立てると 

  ともに避難等必要な訓練を定期的に行う。 



9.施設利用上の留意事項 

 （1）喫煙・飲酒 

  喫煙・飲酒は防災・防犯上の理由もあり、原則禁止致します。やむを得ない場合は 

所定の場所にて喫煙し、居室内は、原則禁酒・禁煙とします。 

  

10 運営懇親会の設置等 

  施設長、職員及び入居者代表により組織する運営懇談会を設けると共に、入居者のうち

の要介護者等については身元引受人等に対し出席を呼びかける。 

  また、施設の運営について外部からの点検が働くよう、施設関係者及び入居者以外の第

三者的立場にある学識経験者、民生委員などを加えるよう努める。 

  運営懇親会では、入居者の状況、サービス提供の状況及び管理費、食費の収支等の内容

等を定期的に報告し、説明するとともに、入居者の要望、意見を運営に反映させる 

  よう努める。   

  

11 管理規程の改正の手順 

  管理規程の改正の手順としては、運営懇親会開催時に配布し周知を図るものとする。 

 

12 金銭等管理 

  入居者の金銭管理、預金等の管理は入居者自身が行うことを原則とする。ただし入居者

本人が特に施設に依頼した場合、又は入居者本人が認知症等により十分な判断能力を有



せず金銭等の適切な管理が行えないと認められる場合には、身元引受人等の承諾を得た

うえで、施設において入居者の金銭等を管理することもやむを得ないものとする。 

この場合にあっては、依頼又は承諾を書面（別添）で交わす事とする。金銭の具体的

な本人又はキーパーソンへの提示方法として、毎月請求書と一緒に個人台帳、通帳等

のコピーの郵送を行うものとする。 

 

13 有料老人ホーム運営における帳簿の作成義務 

（1）利用料その他の入居者が負担する費用の受領の記録 

（2） 入居者に供与した介護、食事の提供及びその他の日常生活上必要な便宜の内容 

（3） 緊急やむを得ず入居者に身体拘束を行った場合は、その態様及び時間、その際の 

入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由 

（4） 入居者に供与した日常生活上の便宜に係る入居者及びその家族からの苦情の内容 

（5） 日常生活上の便宜の供与により入居者に事故が発生した場合には、その状況及び 

事故に際して採った処置の内容 

（6） 日常生活上の便宜の供与を委託により他の事業者に行わせる場合にあたっては、 

当該事業者の名称、所在地、委託に係る契約事項及び業務の実施状況   

前項の帳簿の保存期間は２年間とする 

 この規定は平成 25 年 5 月 1 日から施行する 

この規定は令和 03 年 1 月 1 日から施行する 

この規定は令和 06 年 2 月 1 日から施行する 


